
福井県の産業・経済情勢 

【景況感】 

【有効求人倍率】 

◆2015年   【県】人口 79万人     生産年齢人口 45万人         
        【国】人口 1億2709万人             
◆2030年   推計人口 71万人     生産年齢人口  39万人 

76万人 

県 国 

人 口 生産年齢人口 人 口 生産年齢人口 

2015年 79万人 45万人 1億2,709万人 7,628万人 

2030年（推計） 71万人（▲10.1％） 38万人（▲15.6％） 1億1,913万人（▲6.3％） 6,875万人（▲9.9％） 

第１回 福井県経済新戦略推進本部会議 
平成３０年１０月３０日 
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１ 人口の推移と見通し 

・２０１５年の人口は７９万人（全国の０.６％）。２０３０年は７１万人、２０４０年は６４万人に減少。 
・これに伴い、生産年齢人口（１５～６４歳）は、２０３０年に３９万人、２０４０年に３３万人に減少。 
・２０１５～２０３０年の減少率が▲１０.１％であり、日本全国（▲６.3 ％）より人口減少が早く進む。 

【景況感】 

【人口の推移と見通し】 

【有効求人倍率】 

◆2015年   【県】人口 79万人     生産年齢人口 45万人         
        【国】人口 1億2709万人             
◆2030年   推計人口 71万人     生産年齢人口  39万人 
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【国勢調査（総務省）、日本の地域別将来推計人口（国立社会保障・人口問題研究所）】 

県 国 

人 口 生産年齢人口 人 口 生産年齢人口 

2015年 79万人 45万人 1億2,709万人 7,628万人 

2030年（推計） 71万人（▲10.1％） 38万人（▲15.6％） 1億1,913万人（▲6.3％） 6,875万人（▲9.9％） 

ピーク時 
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      全国  
 1億2,709万人 



２ 医療費・介護給付費の推移と見通し 

【景況感】 

【有効求人倍率】 

76万人 

2 

【県歳出に占める民生費・衛生費】 
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【福井県歳入歳出決算書（福井県）】 
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【医療費の推移と見通し】 

【介護給付費の推移と見通し】 

・県人口は減少するものの高齢化がさらに進むため、医療費、介護給付費ともに今後も増加する見込み。 
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【医療費の推移と見通し】 

【福井県医療費適正化計画（福井県）】 
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３-① 労働需給の推移（求人・求職の動向、完全失業率） 

・有効求人倍率は全国１、２位の水準で推移し、２０１７年の求職者の不足数は約１万人。 
・完全失業率は２００９年の３.５％から低下を続け、２０１７年は１.７％、過去２０年間で最低水準にある。 
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３-② 労働需給の推移（職種別有効求人倍率、女性の労働力率） 
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【職種別有効求人倍率】 
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【女性の労働力率（２０１５年）】 

【国勢調査（総務省）】 

・求人、求職のミスマッチが解消されておらず、人気の高い事務職の有効求人倍率が0.75倍であるのに対し、 
 建設土木業8.22倍、介護・保健医療サービス業2.92倍など、職種・業種間で格差が生じている。 
・女性の労働力率（Ｍ字カーブ）は、全国に比べ緩やかである。（結婚・出産に伴う離職が少ないため） 
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４ 経済成長率（名目）の推移 

・２００５年から２０１１年まで、国の経済成長率とほぼ同じ大きさで県も経済成長を続けてきた。 
・２０１１年東日本大震災以降、県内原子力発電所が順次停止。２０１４年の国の成長率は＋２.2％であったが、 
 県は▲３.１％のマイナス成長。（稼働原発ゼロ） 
・２０１５年は３月の北陸新幹線金沢開業による効果などから、＋６．５％と全国を上回る成長となった。 
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電気業の生産額 
 2010年 4,131億円 
 2014年    155億円 

【産業構造の変遷】 【経済成長率の推移】 

【県民経済計算（福井県）、国民経済計算（内閣府）】 5 



５-① 産業構造の変遷（県内総生産） 

・国全体と比較すると、製造業や電気・ガス・水道業の割合が高くなっているが、近年は原子力発電所の停止に 
 より電気・ガス・水道業の割合が低下している。 
・サービス業のうち、医療・福祉サービスが増加している。 

【県内総生産（生産側：名目）】 

【県民経済計算（福井県）、国民経済計算（内閣府）】 

【県民経済計算、国民経済計算】 
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５-② 産業構造の変遷（従業者数） 

【従業者数（業種別）】 

◆1975年 9,673億円 
【製造業 2,841億円（29.4%）、電気・ガス業 507億円
（5.2%）、サービス業 898億円（9.3%）】 
 
◆2014年 3兆1,299億円 
【製造業 6,695億円（21.4％)、電子・ガス業 770億円
（2.5%）、サービス業 5,737億円（18.3%）】 

◆1975年  9,673億円 
 【民間支出 5,240億円、政府支出 1,063億円、 
     総固定資本形成 4,577億円】 
 
◆2014年 3兆1,299億円 
 【民間支出1兆 7,760億円、政府支出 7,456億円、 
      総固定資本形成 7,170億円】 

【事業所・企業統計調査（総務省）、経済センサス（総務省）】 

【県民経済計算、国民経済計算】 
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・１９９６年と比較し、製造業の従業者数の割合が減少し、サービス業の従業者数が大きく増加している。 
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６ 事業所規模の推移 

・事業所の従業者規模別では４人以下の事業所が約６割を占める。 
・２０１６年の４人以下の事業所数は１９９６年と比較し、約３割（約１万事業所）減少しており、事業所の 
 大規模化が進んでいる。 

【事業所規模】 
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【事業所・企業統計調査（総務省）、経済センサス（総務省）】 

小規模事業所の減少 

（右） 

（人） （人） 

〈
小
規
模
〉 



７－① 製造業の現状（事業所数） 

・１９９４年と比べ、総事業所数は約４割減少し、業種別にみると繊維産業の減少（約６割減）が大きい。 

【事業所数の推移（製造業）】 

事業所 全体 繊維 眼鏡 

1995年 8,240 2,949 649 

2016年 4,632 
(▲43.8%) 

1,083 
(▲63.3%) 

523 
(▲19.4%) 

【福井県の工業】 

【福井県の工業】 

（兆円） 

（人） 

【事業所数の推移（４人以上の事業所）】 

【福井県の工業（福井県）】 

（事業所） 

※（ ）内は1995年比 
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食料品[値] 食料品[値] 食料品[値] 

繊維1,606 

繊維876 
繊維[値] 

化学44 

化学[値] 

化学[値] 

プラスチック[値] 

プラスチック[値] 

プラスチック[値] 

金属[値] 

金属[値] 

金属[値] 

電子・デバイス 

[値] 

電子・デバイス[値] 

電子・デバイス[値] 

電気機械[値] 

電気機械[値] 

電気機械[値] 

輸送用機械[値] 

輸送用機械[値] 

輸送用機械33 

眼鏡303 

眼鏡291 

眼鏡[値] 

その他（15業種） 

1,413 

その他（15業種） 

1,083 

その他（15業種） 

[値] 
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1994 2005 2016

繊維工業 化学工業 電子部品・デバイス業 電気機械器具製造業 輸送用機械器具製造業 眼鏡 その他 

2,570事業所 

3,152事業所 

4,529事業所 



７-② 製造業の現状（従業者数） 

・１９９４年と比べ、従業者数は約３割減少。業種別に見ると、繊維産業（約5割減）、眼鏡産業（約4割減） 
 の減少が大きい。 
・電子・デバイス業が大きく増加（約２割増）。 

【事業所数の推移（製造業）】 

【従業者数の推移（４人以上の事業所）】 

【福井県の工業】 

【福井県の工業】 

（万人） 

（兆円） 

（人） 

【福井県の工業（福井県）】 
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食料品5,067 食料品5,291 食料品4,711 

繊維30,950 

繊維18,351 繊維15,952 

化学2,788 

化学3,863 
化学3,643 

プラスチック 

4,801 

プラスチック 

4,352 プラスチック 

4,796 

金属5,488 

金属4,513 
金属4,268 

電子・デバイス 

8,531 

電子・デバイス 

9,660 
電子・デバイス 

10,361 

電気機械5,762 

電気機械3,572 

電気機械3,388 

輸送用機械1,305 

輸送用機械2,056 

輸送用機械4,248 

眼鏡6,599 

眼鏡5,499 眼鏡4,184 

その他（15業種） 

22,442 

その他（15業種） 

16,746 
その他（15業種） 

15,610 
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1994 2005 2016

繊維工業 化学工業 電子部品・デバイス業 電気機械器具製造業 輸送用機械器具製造業 眼鏡 その他 

95,109人 

72,469人 75,209人 



７-③ 製造業の現状（製造品出荷額等） 

・製造品出荷額等は堅調に推移しており、特に化学工業（約2倍）、電子デバイス工業（約2倍）、 
 輸送機械工業（約3倍）の伸びが大きい。 

【製造品出荷額等の推移（４人以上の事業所）】 

【福井県の工業】 

【福井県の工業】 

（兆円） 

（人） 

（兆円） 

【福井県の工業（福井県）】 

出荷額 全体 電子デバ 輸送機械 

1995年 1兆 
9,673億 

1,386億 571億 

2015年 2兆549億 
(+4.5%) 

3,375億 
(+143.5%) 

1,559億 
(+173%) 
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食料品719億 食料品584億 食料品606億 

繊維4,520億 

繊維2,514億 繊維2,510億 

化学1,128億 

化学2,502億 化学2,263億 
プラスチック 

1,035億 

プラスチック 

1,213億 

プラスチック 

1,309億 

非鉄金属865億 
非鉄金属1,093億 非鉄金属1,489億円 

金属867億 
金属831億 

金属1,001億 
電子・デバイス1,704億 

電子・デバイス 

3,328億 

電子・デバイス 

3,374億 

電気機械1,386億 

電気機械1,202億 
電気機械1,735億 輸送用機械 

512億 

輸送用機械 

764億 

輸送用機械 

1,559億 
眼鏡1,006億 

眼鏡734億 

眼鏡575億 
その他（15業種） 

4,707億円 

その他（15業種） 

3,758億円 

その他（15業種） 

3,973億円 

0
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1.5
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繊維工業 化学工業 電子部品・デバイス業 電気機械器具製造業 輸送用機械器具製造業 眼鏡 その他 

1兆8,479億円 

2兆393億円 

1兆8,522億円 



７-④ 製造業の現状（企業誘致の実績） 

・２０１７年の企業立地件数（３６件）、投資額（７１３億）、雇用創出数（９１３人）は過去最高。 

【企業誘致の件数、投資額、雇用創出数】 

【福井県の工業】 

【福井県の工業】 

（兆円） 

（人） 
（投資額：億円） 

【県企業誘致課による調査】 

出荷額 全体 電子デバ 輸送機械 

1995年 1兆 
9,673億 

1,386億 571億 

2015年 2兆549億 
(+4.5%) 

3,375億 
(+143.5%) 

1,559億 
(+173%) 
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８-① 卸・小売業、サービス業の現状（事業所数） 

・１９９６年と比べ、卸・小売業、サービス業の事業所数は約2割減少しており、卸・小売業が大きく減少 
 している。 

【事業所数（民営）】 

【事業所・企業統計調査、経済センサス（総務省）】 13 

卸売[値] 卸売[値] 卸売[値] 

小売 

[値] 小売 

[値] 小売 

[値] 

飲食・宿泊 

[値] 
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[値] 
飲食・宿泊 

[値] 

生活衛生サービス 

[値] 

生活衛生サービス 

[値] 
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医療福祉[値] 

その他[値] 
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その他[値] 
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卸売 小売 飲食店、宿泊 生活衛生サービス、娯楽業 学術研究 医療・福祉 その他サービス 

34,312事業所 

28,099事業所 

30,878事業所 

サービス業 
18,267 

サービス業 
17,944 

サービス業 
17,556 

（事業所） 

※2016年は速報値 



８-② 卸・小売業、サービス業の現状（従業者数） 

・サービス業の従業者が大きく増加している。（４．３万人） 

【従業者数の推移（民営）】 

【事業所・企業統計調査、 経済センサス（総務省）】 
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※2016年は速報値 

（人） 



８-③ 卸・小売業、サービス業の現状（付加価値額） 

・卸・小売業、サービス業の従業者数は増加しているにもかかわらず、付加価値額の増加率は小さい。 

【付加価値額の推移】 

卸売 

[値] 卸売 
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[値] 小売 

[値] 

サービス 
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8,627億円 8,822億円 

※1996年は卸売に小売も含まれる 

8,890億円 

（兆円） 

卸売 

1,706億 
卸売 

1,397億 

小売 

1,852億 
小売 

2,084億 

飲食・宿泊978億 飲食・宿泊892億 

専門・科学技術、 

業務サービス 

2,023億 

専門・科学技術、 

業務サービス 

2,337億 

教育1,563億 教育1,427億 

保健衛生・社会事業 

2,056億円 

保健衛生・社会事業 

2,344億円 

その他1,661億 その他1,479億 

0.0

0.2

0.4

0.6

0.8

1.0

1.2

1.4

2006 2015

卸売 小売 飲食、宿泊 専門・科学技術、業務支援サービス 教育 保健衛生・社会事業 その他のサービス 

サービス業 
8,281億円 

サービス業 
8,480億円 

1兆1,839億円 1兆1,961億円 

※統計上の制約により1996年との比較はできない 【県民経済計算（名目）（福井県）】 
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９ 開廃業率の推移 

・開業率、廃業率はともに全国より低く、企業の新陳代謝は鈍い。 
・近年、全国の開業率は開業支援により上昇傾向であるが、２次産業が中心の産業構造である福井県は伸び 
 悩んでいる。 

【開業率・廃業率の推移】 

0

1

2

3

4

5

6

7

1995 2000 2005 2010 2016

開業率（県） 廃業率（県） 開業率（国） 廃業率（国） 

◆平成28年 福井県 開業率 3.7％      国 開業率 5.5%  
                  廃業率 3.3％         廃業率   3.5% 

【雇用保険事業年報から算出】 

開業率…当該年度の雇用関係が新規に成立した事業所数／前年度平均の雇用保険適用事業所数×100 
廃業率…当該年度に雇用関係が消滅した事業所数／前年度平均の雇用保険適用事業所数×100 

（％） 

全国の開業率は上昇傾向 
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１０-① 輸出の現状（地域別・品目別） 

・地域別では、アジアへの輸出、特に中国への輸出の割合が大きくなっている。 
・品目別では、機械・電気機器が増加し、繊維製品は減少している。 

【地域別輸出額】 
◆1975年 福井県 1,203億円 
       全国  16兆5453億円 

◆2016年 福井県 1,839億8,091万円（1975年比 153%） 
      全国  70兆357億円    （1975年比 423％） 

輸出総額 繊維製品 眼鏡 電気機器 

1,203億
61万 

1,086億
3,145万 
（90.3％） 

42億7,845
万 
（3.6％） 

37億4,264
万 
（3.2％） 

輸出総額 機械類およ
び電気機
器・部品 

紡織用繊維、
製品 

化学工業製
品 

眼鏡 

1,203億
61万 

1,086億
3,145万 
（90.3％） 

42億
7,845万 
（3.6％） 

37億
4,264万 
（3.2％） 

機械類、 

電気機器 

32% 

繊維製品 

23% 

化学工業 

16% 

眼鏡 

12% 

プラスチッ

ク、 

ゴム[パーセ

ンテージ] 

卑金属 

8% 

その他 

1% 

【品目別輸出額】 

品目 金額 

機械類、
電気機器 

578.3億 

繊維製品 420.4億 

化学工業 300.7億 

眼鏡 216.6億 

【福井県の貿易（福井県）】 

北米 

14% 

欧州 

13% 

中東 

3% 

オセアニア 

1% 

[分類名]18.4％ 

[分類名]10.1％ 

[分類名]9.3％ 

[分類名]7.6％ 

[分類名]6.5％ 
[分類名]4.2％ 

[分類名] 

アジア 

[パーセンテー

ジ] 

北米 

23% 

欧州 

15% 

中東 

6% 

オセアニア 

2% 

その他 

2% 

[分類

名]14.7％ 

[分類名]9.4％ 

[分類名]7.5％ 

[分類名]5.7％ 

[分類名]4.6％ 

[分類名]3.4％ 
[分類名] 

アジア 

[パーセンテー

ジ] 

1995 2016 

1995 2016 
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繊維製品 

[パーセン

テージ] 
機械類、 

電気機械 

[パーセンテ

ージ] 

眼鏡 

19% 

化学工業品 

2% 

その他 

2% 

品目 金額 

繊維製品 855.4億 

機械類、 
電気機器 

497.9億 

眼鏡 323.9億 

化学工業 28.8億 

 輸出総額
1,747.4億円 

 輸出総額 
 1,839.8億円 
 



１０-② 輸出の現状（海外拠点数、輸出企業数） 

◆1975年 福井県 1,203億円 
       全国  16兆5453億円 

◆2016年 福井県 1,839億8,091万円（1975年比 153%） 
      全国  70兆357億円    （1975年比 423％） 

輸出総額 繊維製品 眼鏡 電気機器 

1,203億
61万 

1,086億
3,145万 
（90.3％） 

42億7,845
万 
（3.6％） 

37億4,264
万 
（3.2％） 

輸出総額 機械類およ
び電気機
器・部品 

紡織用繊維、
製品 

化学工業製
品 

眼鏡 

1,203億
61万 

1,086億
3,145万 
（90.3％） 

42億
7,845万 
（3.6％） 

37億
4,264万 
（3.2％） 
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【海外拠点数の推移】 【海外拠点数の推移（東南アジア）】 

【輸出企業数の推移】 【県国際経済課調べ】 

【福井県の貿易（福井県）】 

（か所） （か所） 

・中国、東南アジアの海外拠点数は増加。特に、東南アジアの増加は近年顕著。 
・輸出企業数は横ばいが続く。 



１１-① 観光の現状（観光入込客数） 

・観光入込客数は増加傾向にあり、2015年北陸新幹線金沢開業の影響により開業前から開業後で約２割増加。 
・一方、宿泊者数については開業後も横ばいが続く。 

【観光入込客数】 

【外国人旅行客宿泊者数（延べ）】 

1,132万人 

1,347万人 
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※平成16年観光動態調査に基づく数値を用いた推計 
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１１-② 観光の現状（宿泊者数） 

【外国人旅行客宿泊者数（延べ）】 
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【宿泊旅行統計調査、訪日外客統計（観光庁）】 

（万人） 

（万人） 

※2017の県内外国人宿泊者数は6万8,430人で全国46位 
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日本人延べ宿泊者数 
365万人泊（0.9％） 

【日本人延べ宿泊者数】 
（万人泊） 

5  22  62  

0

200

400

600

800

1,000

1,200

1,400

1,600

1,800

2,000

 

福

井

県 

 

島

根

県 

 

秋

田

県 

 

富

山

県 

 

石

川

県 

 

沖

縄

県 

 

京

都

府 

 

北

海

道 

 

大

阪

府 

 

東

京

都 

外国人延べ宿泊者数 
5.4万人泊（0.1％） 

2016年外国人延べ宿泊者数 
 6,939万人泊 

・日本人延べ宿泊者数は全国３９位、外国人延べ宿泊者数は46位。 
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2017年外国人延べ宿泊者数 
  7,969万人泊 

外国人延べ宿泊者数 
6.1万人泊（0.1％） 

（万人泊） 
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【外国人延べ宿泊者数】 
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2017年外国人延べ宿泊者数 
  7,969万人泊 
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外国人延べ宿泊者数 
6.1万人泊（0.1％） 
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2017年日本人延べ宿泊者数 
  4億2,991万人泊 

日本人延べ宿泊者数 
353万人泊（0.8％） 



１１-③ 観光の現状（ホテル稼働率） 

【外国人旅行客宿泊者数（延べ）】 
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【宿泊旅行統計調査、訪日外客統計（観光庁）】 

（万人） 

（万人） 

※2017の県内外国人宿泊者数は6万8,430人で全国46位 
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日本人延べ宿泊者数 
365万人泊（0.9％） 

【ホテル稼働率】 
（％） 
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外国人延べ宿泊者数 
5.4万人泊（0.1％） 

2016年外国人延べ宿泊者数 
 6,939万人泊 

・宿泊施設の稼働率は低く、全国４６位。 
・全国や他県と比べ、旅館、シティホテルの稼働率が特に低い。 

2017年日本人延べ宿泊者数 
  4億2,019万人泊 

日本人延べ宿泊者数 
352万人泊（0.8％） 
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福 井 県 石 川 県 富 山 県 全 国 

旅  館 27.8％ 50.9％ 33.6％ 37.5％ 

リゾートホテル 50.2％ 55.2％ 53.7％ 57.5％ 

ビジネスホテル 73.2％ 73.8％ 66.0％ 75.3％ 

シティホテル 58.7％ 79.5％ 68.5％ 79.5％ 

【宿泊施設タイプ別稼働率】 
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全国平均60.5％ 



１１-④ 観光の現状（観光消費額） 

【宿泊旅行統計調査、訪日外客統計（観光庁）】 

※2017の県内外国人宿泊者数は6万8,430人で全国46位 22 

【観光消費額】 
（万人泊） 

（万人泊） 
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【福井県観光入込客数（推計）（福井県）】 

宿泊 
589 

日帰り
202 

791 

977 

※平成16年観光動態調査に基づく数値を用いた推計 

（億円） 

・２００５年から２０１７年の日帰り客の観光消費額の増加率（４８.５％）に対し、宿泊客の増加率は小さい。 
 （１４.９％） 

宿泊 
677 

(+14.9%) 

日帰り 
300 

(+48.5％) 



１２ 伝統工芸の現状 

【宿泊旅行統計調査、訪日外客統計（観光庁）】 

※2017の県内外国人宿泊者数は6万8,430人で全国46位 23 

【伝統工芸の事業所数、従事者数の推移】 
（万人泊） 

（万人泊） 

（人） 

・生活様式の変化や、安価な大量生産品の増加などに伴い、伝統的工芸品（越前漆器、越前和紙、若狭めのう、 
 若狭塗、越前打刃物、越前焼、越前箪笥）の事業所数、従業者数、生産額は減少。 
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【伝統工芸の生産額の推移】 
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【県地域産業・技術振興課調べ】 


